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論文
公害除去と経済成長率
—多部門分析の立場から―
? ?
郎
環境に対する汚染は経済活動が行われた結果として生ずるが，また生産の行
われる技術とも密接な関係を持っている。例えば，中世に行われた牧歌的な生
産方法はさして自然の生態系を狂わせないものの，人間には過酷な労働を強い
た上に成立したものであった。近代技術による生産は，われわれを多くのその
ような苦痛から解放したとは言うものの，その一方では環境に対して何らかの
影響を与え続けた。産出量の少ない段階では自然の浄化作用によって，多くの
問題が解決されて来た。しかし，現在のようなGNPの増大はまた大規模生産
と共に大規模汚染をもたらしたのであるのも衆知の事実である。自動車の増加
は大気を，また製紙，製鉄，繊維などの産業は大きく水を汚染して来た。これ
らの企業を現代の魔女裁判にかけて，その罪を追及するのは，どちらかと言え
ば，いとやさしいことであろう。しかし，例えば新聞等のマスコミが大量の紙
を使用し，間接的に環境を破壊し，同時に大量の古新聞を出し，その処理にも
大気汚染をともなうとなれば，決してことは簡単ではない。経済一般均衡理論
の教える所に従えば，各経済主体は相互に密接に関連し結び付いているのであ
って，ある事象の原因が，ただ数件のものに過ぎないと断定するのは甚だ思慮
の浅いことなのである。したがって，その分析にはどうしても一般均衡理論的
方法を利用し，相互の関連を分析しなければならないのである。現在では，ま
だ，完全に汚染物質を出さずに全ての必要な生産物を産出しうる技術は発見さ
れていない。したがって，ここでは公害物質を除去するために，そうでなけれ
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ば生産に利用出来たであろう資源を使う場合を考え，多部門的動学分析の見地
から，それが経済成長にどのような影響を与えるかを考察した。このような方
法を取ったのは，公害は生産部門のみならず，消費部門からも発生するのであ
って，これを処理する場合，等しく，われわれに有用な生産資源を消費するこ
ととなるからである。
ここで経済は n種類の財貨から成っており，これを生産するのに必要な ac-
tivityはm個であるとしよう。生産は jointproductionが行われているも
のとする。 a;を第 iactivityにおける第j財の投入量とし，如を第 iactivi-
tyにおける生産活動の結果，次期における第 j財の産出量であって，両者と
もストックで測定されているものとする。そうするとこの生産関数は (mxn)
行列 A=llaがI,B=!lb11IIで示されることになる。
(t-1)期 t期
A -- B 
さて，ここで成長要因を ct=1 + (成長率）で，利子要因を P=1 + (利子
率）で示すこととする。またm次元行ベクトル Xを各 activityの操業度し，
n次元列ベクトルリを各財貨の価格を示すものとする。ただし，工も yも規
準化されており，次の関係を満足するものとする。
ん＋ゎ＋…+xm=l, x,~O 
Y1 +y2 +…+y算=1 Yi~0 
(i=l, 2, …, m) 
(j=l, 2, ・・, n) 
ただし， x,ヵはそれぞれ Xとリの成分である。如の産出量のうち，フロー
として使用される部分を Wik で示す。各財貨，各 activity に対して Wik~Q
となっているから，これを entry とする行列 w~o はやはり非負の符号の条
件にしたがう。また xWyは規準化されたNNPを示している。更に第 iac-
tivityを1単位操業させて生じた公害物質と，その産出物の消費から生じる公
害物質を除去し少なくとも一定の基準に合うよう環境を保持するのに必要な第
j財の投入量を印で示す。したがって第 iactivityを1単位操業した場合
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I Z;1, Z;2, ・ ・ , Zin I (1) 
の投入量を必要とする。 Z;jを entryとする行列を Zとすれば，次の関係が
成立するであろう。
A>O, BLO, W忍0,ZzO 
さて，消費性向を c,貯蓄性向を Sとし，議論を簡単にするために
平均消費性向＝限界消費性向
平均貯蓄性向＝限界貯蓄性向
とする。即ち消費及び貯蓄の所得弾力性は 1であり，エンゲル弾力性が成立し
ているものとする。また
c+s= 1, O~c~1, O~s~1 
とする。
公理 1 
t期における利用可能量は (t-1)期における xAの投入の結果である xB
と， (t-1)期における貯蓄 x(sW)との合計である。一方この期における各
財貨の需要はt+l期の産出のために必要な投入量心：Aと，その投入の結果生
じた国民所得心W とである。更に公害除去に必要な投入行列心名がこれに加
わる。需要は供給を超え得ないから
或いは
公理 2 
x嘔+sW〕シな〔A+Z+W〕
x((B+sW)-a(A+Z+ W)〕凶〇
(2) 
(3) 
投入物のP倍された価値が産出物の価値よりも小さくあってはならないか
ら，次の不等式が成立する。
〔B+sW〕Y~PCA立十防Y (4) 
或いは
C(B+sW)-P(A +Z+ W)〕y~o (5) 
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公理 3 
公理 1で不等式が成立している財貨に関しては，その財貨が overproduc-
tionとなっており，超過供給が行われている。 したがって， そのような財貨
は自由財であって価格はゼロである。したがって下の等式が成立する。
x((B+sW)-ct(A+Z+ W)〕y= 0 (6) 
公理 4 
公理 2で不等式の成立している財貨は，生産に投入されない方が高い利潤
を生む。したがって，そのような財の操業水準はゼロとなる。即ち
ば(B+sW)-/3(A+Z+W)〕y= 0 (7) 
公理 5 
どのような経済も正の産出額を生産しなければ，もはや経済学の対象とはな
り得ないであろう。 y=oであるか By=oであれば全ては自由財となり， ゎ
れわれは全てのものが必要なだけ無料で手に入る楽園に住んでいることにな
り， X=Oであるか xB=oであれば全ての生産は停止し， われわれは消費し
うる何ものも持たない飢餓地獄につき落されることとなる。したがって，ここ
での分析が何らかの経済学的意味を持っためには次の不等式が成立していなけ
ればならぬ。
x頃+sW〕y:'.}> 0 (8) 
Xキo,yキ0
財貨を生産し得るには何がしかの投入量が必要であって，無から有を生じ得
ない。いかなる生産においても，少なくとも労働の投入は必要である。
仮定 1 
行列Aの各行には少なくとも一つは正の entryがなければならない。
如何なる財貨であっても，この世の中に存在する限り，その生産方法が存在
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しなければならない。
仮定 2 
行列Bのどの列も少なくとも一つは正の entryがなければならない。
さて，以上のような経済モデルによって，如何なる経済現象が解明出来るか
を以下に探って見よう。
定理 1 
仮定 1及び 2が成立すれば，少なくとも一つの成長要因 aが存在する。
証明
ノイマン定理（〔 5〕)によって
max min x((B+sW)-d(A+Z+W)〕y
X y 
=min max x 〔B+sW圧妖かZ+W泣
y X 
=X* 〔(B+sW)-d(A+Z+W)〕y* (9) 
が成立するのが保証される。ここで
M"': = 〔(B+sW)-d(A+Z+W)〕 (10) 
とおけば， (9)は
x*M"'y* 
となる。さて，ここで d=0とおくと
x*Mず =x*〔B+sW〕が)>0 nl) 
となり， (8)によって正となるのが保証される。 また，ある十分に大きい a'に
対して
x*M,,,,y*{: 0 U2) 
が成立するであろう。何故ならば〔A+Z+W〕>Oであるから， dを大きくし
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て行けば必ず
x* 〔B+sW辺*<心＊〔A+Z+W〕y* 
となるからである。 o<a<ct'であるaの中に必ず
x*Moo*Y*= 0 
U3) 
となるようながが少なくとも一つは存在する。経済が支障なく運行出来るに
は
x*Mぷ =O
である必要がある。従って，が， x*,y*はこの経済の解である。
a= x頃+sW〕Y
xCA+Z+W〕Y
P= 迂B+sW〕yx闊+Z+W〕y
a=/3 
証明
公理 5から
双B+sW辺~o
であり，また公理3から
x((B+s W) -a(A + Z + W)〕y= 0 
であるから，
x阻+sW〕Y=CiX 〔ふZ+W〕Y
となる。したがって
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定理 2 
公理 1 ~ 5, 仮定1, 2 を満たす解が存在するならば， a~0, fl~0 ,x 
>o, y>oであり，三つの等式を満たす。
(15) 
(16) 
(17) 
US) 
(19) 
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a= x〔B灼 W〕リx(A+Z+W〕U
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(20) 
A>O, Zz.O, W20であるから
〔A+Z+W〕>O 
しかるに， X も yもシンプレックスの要素であるから
x, y>o 
(21) 
(2) 
である。仮定 1によって Aの行のうち少なくとも一つは正のものがあり，ま
た X〔B+s町り>゜であるために比必ず正の投入額が必要であるから
エ〔A+Z+W〕y}> 0 (23) 
となる。したがって
ct,~Q 
また公理4から
x〔B+s防正広年正如Y
即ち
P= x[B+sW〕リx(A+Z+W〕U~o 
であり，
a=P 
となる。
(24) 
(25) 
(26) 
??
定理 3 
公害除去のために正の価格を持つ財貨，或いは資源が投入された場合，経済
成長率 dは減少する。
証明
ここで Z=Oの場合の経済成長率を a,また Z>O であって z~o である
成長率をがとしよう。証明をするために定理の逆を仮定し， a*2aであると
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しよう。またがの時の解を〔a*,x*, y*〕とし， aの時の解を Ca,x, u〕
とする。そうすると
ぶ〔(B+sW)-a(A+W)〕
＝ぶ〔(B+sW)-a*(A+W)〕+x*(a*-a) (A+ W)国0 (28) 
x* 〔(B+sW) -a*(A + Z + W)〕2:0 (29) 
の両式が成立し，また
〔(B+sW)-a(A+W)〕y::;:O (30) 
〔(B+sW)-a*(A+Z+W)〕u::;:o (31l 
となる。したがって，容易に証明されるように (x*,y)もやはり， このモデ
ルの公平ゲーム解となっている。したがって
x* 〔(B+sW)-a*(A+Z+W)〕u= o 
x*((B+sW)-a(A+W))y= 0 
となる。 (32)から(3)を引けば
(a-a*)x* 〔A+W〕y-a*x*Zy= 0 
或いは
(32) 
(3) 
(aー が）ぶ〔A+W〕Y=心 *Zy (34) 
である。 A+W>Oであり，ぶ， u>oであるから，ぶ〔A+W〕y)> 0 とな
る。一方仮定によりがx*Zy)>0であり， (aーが）:s 0である。これは矛盾
である。したがって
が<{a
でなければならぬ。
??
公害の発生は色々な意味で社会厚生を低下せしめるが，その除去は反面，経
済の成長を低下せしめ，ひいては社会厚生を引き下げる作用を持つ。この互い
に矛盾する問題からいかにすれば社会的最適点が得られるかは，現在の経済学
者に課せられた重要な問題の一つであろう。
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